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ハートバンド全国大会

毎年、犯罪被害者週間中の土・日に
東京で開催しています



参加団体（2014年5月現在。カッコ内は代表・事務局所在地）
1 青森被害者語りの会（青森）
2 佐賀犯罪被害・交通事故被害者遺族の会自助グループ「一歩の会」（佐賀）
3 特定非営利活動法人いのちのミュージアム（神奈川）
4 飲酒・ひき逃げ事犯に厳罰を求める遺族・関係者全国連絡協議会（北海道、大分）
5 緒あしす（愛知）
6 風通信舎（兵庫）
7 NPO法人KENTO（奈良）
8 NPO法人 交通事故後遺障害者家族の会（東京）
9 交通事故調書の開示を求める会（神奈川）
10 一般社団法人交通事故被害者家族ネットワーク（東京）
11 ジュピター（神奈川）
12 TAV交通死被害者の会（大阪）
13 はがくれ（佐賀）
14 ピア神奈川（神奈川）
15 被害者支援を創る会（東京）
16 ひだまりの会okinawa（沖縄）
17 北海道交通事故被害者の会（北海道）
18 鹿児島犯罪被害者自助グループ「南の風」（鹿児島）



市区町村による支援の実態調査
アンケートの概要

１．調査の目的 市区町村からどのような支援を受けていて、どのような支援を求めて

いるのかを明らかにするため

２．調査の対象者 犯罪の被害者・家族・遺族

３．調査期間

第１回 2013年10月20日から11月20日までの1か月間

第２回 2013年11月30日から12月30日までの１か月間

４．調査方法 メール配布、ホームページからのダウンロード、直接配布

回収はメール、ファックス、郵送による

５．回答数 １０５
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犯罪被害の種別

殺人

傷害

交通

性暴力

その他

アンケート総数１０５

殺人 １５

傷害 ２

性被害 ５

交通 ８１

その他 ２



事件・事故に遭われた方の年代と性別

男性７３名

女性３７名

合計１１０名、

※複数の家族が被害に
遭った回答者もいるた
め、被害者数は、回答者
数よりも多くなっている

年代 人数

０～９歳 １０名

１０代 ２８名

２０代 ２４名

３０代 １３名

４０代 ５名

５０代 ４名

６０代 １０名

７０代 ３名

８０歳以上 なし

無回答 ８名



事件・事故に遭われた西暦年

１９９４年以前 ５名
１９９５年～１９９９年 ２４名
２０００年～２００４年 ３１名
２００５年～２０１０年 ２６名
２０１１年以降 １６名
無回答 ３名

事件・事故当時お住まいの都道府県

北海道 ７名
東北地方（秋田、宮城、青森、福島、山形） ８名
関東地方（茨城、栃木、群馬、東京、神奈川、埼玉、千葉) ５７名
中部地方（静岡、愛知、三重、岐阜、石川） １２名
近畿地方（滋賀、京都、奈良、大阪、兵庫、和歌山） １１名
中国地方（広島） ２名
四国地方（愛媛） ２名
九州・沖縄地方（福岡、宮崎） ３名



アンケート調査から見えること
• 大変な状況に置かれている被害者ほどサポートされていない現状がある

・・・瀕死の家族を抱えていると、他のことは考えられない

• 大きく報道された事故・事件では比較的手厚いサポートが提供されている

• 事件・事故に遭うと、市区町村窓口で様々な手続きをする必要が出てくるが、

どこでどのような手続きができるのか分からないし、何度も足を運ぶことになる

• 窓口に行っても被害者の状況を正確に理解できる担当者がいない

• 法律相談他、市区町村に相談に行って二次的被害を感じる被害者が極めて多い

• 市区町村窓口の担当職員に専門知識が無くても被害者をサポートできるような

システムづくりが必要と思われる


